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（午前９時５７分 開会） 

○森西正委員長 ただいまから民生常任

委員会を開会します。 

 本日の委員会記録署名委員は、香川委員

を指名します。 

 先日に引き続き、認定第４号の質疑の答

弁を求めたいと思います。 

 それでは、森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、増永委員

の２回目の質問に順次お答えします。 

 まず一つ目、事業費納付金が適正であっ

たかどうかのご質問でございます。 

 事業費納付金につきましては、国のガイ

ドラインで基本的な考え方が示され、詳細

については府の運営方針に定められてい

るところでございます。府内全体の保険給

付費等から公費等の収入を除いた額を基

本として、府内各市町村の所得総額、被保

険者数、世帯数などに応じて按分されるも

のでございます。国の確定ケースに基づき

算定ツールにより計算されるもので、その

結果については適正であると認識してお

ります。 

 ただし、算定の基礎となる被保険者数等

については、精緻な推計のもと算定する必

要がございます。その点については、府内

各市町村からも要望しているところであ

り、令和２年度の推計においては、推計方

法を一部改善、追加すると伺っております。 

 続きまして、保険料の値上げについての

ご質問でございます。 

 現在あるべき保険料に対する乖離は、こ

れまでの保険料抑制分と医療費の自然増

による部分でございます。平成３１年度保

険料につきましては、医療費の自然増分が

大きかったため、想定していた保険料抑制

分については見送り、自然増分のみの保険

料改定としたところでございます。 

 今後については、医療費の自然増分につ

いては、その伸び率の程度はともかくとし

て、一定、被保険者にご負担いただくもの

と考えており、保険料抑制分については段

階的な解消とするとともに、被保険者に急

激な負担とならないよう、基金等を活用し

た激変緩和措置を講じていきます。 

 続きまして、繰入金のご質問でございま

す。 

 当初の予算段階で平成３０年度保険料

に対する抑制財源については、府支出金及

び一般会計の繰入合計額を定めておりま

す。決算段階で府支出金が仮に多く入った

としても、賦課決定額を変更することはご

ざいません。あくまでも特別会計の原則と

して、一般会計からの繰り入れに頼らない

のが本来の姿であり、今回であれば府支出

金を優先的に財源充当し、不要な一般会計

からの繰入額を減額したものでございま

す。 

 続きまして、減免に係るご質問でござい

ます。 

 法改正により国保の広域化においては、

被保険者間の受益と負担の公平性の確保

を掲げております。負担の公平性の観点と

いう点では保険料統一でございますが、受

益の観点においては、保険料減免や一部負

担金減免においても共通基準によるべき

であるとなっております。 

 しかしながら、府内各市町村のこれまで

の独自の減免制度を実施してきた経緯が

ございます。本市においても共通基準を基

本としつつ、激変緩和措置として市独自減

免と並行して運用してまいります。 

 また、委員がご指摘のとおり多子減免に

ついてでございますが、従前より課題とな

っている案件であり、府内市町村でも要望

として上がっているところでございます。
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今年度の広域化調整会議の検討課題とし

ても認識されていることから、何らかの議

論が進むのではないかと考えております。 

 続きまして、府及び市の基金についてで

ございます。 

 本市は、昨年度、これまでの黒字の余剰

金を今後の収納不足等に備えるため基金

を設置したところでございます。 

 大阪府においては、平成２７年度から国

保財政安定化のため、安定化基金を設置し

ているところでございます。 

 本市においては、収納不足が生じた際に

は保有する基金を活用しますが、活用する

財源がない市町村においては、法定外の繰

り入れを行う必要がないよう、府の基金の

交付あるいは貸し付けを受けることにな

ります。貸し付けを受けた市町村は、一定

期間内に貸し付け分を償還する必要があ

り、翌年度以降の収支や保険料の改定など

により財源を確保することになります。 

 なお、大阪府においては、６年間の激変

緩和措置期間に限り特例基金を設けてお

り、本市においても、平成３１年度は、こ

の財源を府の激変緩和措置として受けて

いるところでございます。 

 続きまして、運営方針の見直しについて

のご質問でございます。 

 運営方針については、見直し時期が設定

されており、令和３年３月で見直しがされ

ます。現在わかっている範囲では、広域化

調整会議で運営状況の把握、分析、評価を

行うことで検証し、その結果に基づき、大

阪府の国保運営協議会にて意見聴取がな

され、必要な運営方針の見直しが行われる

ものと認識しております。 

 本市としましては、必要な意見聴取を行

えるタイミングがありましたら、先ほどの

事業費納付金に係る精緻な推計等につい

て必要と思われる範囲で意見を述べてい

きたいと考えております。 

 続きまして、滞納処分に関するご質問で

ございます。 

 先日、一部答弁漏れがございましたので、

あわせてお答えします。 

 平成３０年度の差し押さえ件数は２１

件、換価件数は延べで５０件、人数では１

１人、約４７４万円でございます。 

 平成２９年度の差し押さえ件数は１６

件、換価件数は延べ６９件、人数では２１

人、６５６万円となっております。 

 本市における滞納処分におきましては、

あくまでも本人との納付折衝の中で状況

を丁寧に聞き取りした上で、最終的に執行

しているところでございます。 

 続きまして、次年度以降の保険料の算定

スケジュールについてでございます。 

 現状では、まだ大阪府より明確なスケジ

ュールは示されておりません。例年どおり

であれば年度内の仮算定、１２月の国の確

定ケースに基づく本算定結果が１月初旬

に示されるものと認識しております。 

 府内市町村からも保険料の算定や賦課

限度額といった設定についても、少しでも

早く明示してもらいたいという意見が出

ているところであり、本市においても同意

見でございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 それでは、増永委員。 

○増永和起委員 それでは、３回目の質問

をさせていただきます。 

 まず、納付金が適正かということです。 

 医療費の伸びだとか、基礎数だとか、さ

まざまな要因があって、算定されると思う

いますが、大阪府の算定に違うところがあ

り、例えば７０歳になられる方々の数であ

るとか、そういう見込みが甘かったという
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ことも聞いているところです。そういうこ

とが大阪府の中だけでしかわからない、各

市町村にとっては、示された額を納めない

といけないということになっているとい

うことが問題なのではないかと思います。

大阪府に精緻な計算を求めるのはもちろ

んですけれども、しっかりとその検証がで

きるような機会を求めるべきだと思いま

すので、そういう話をしていただきたいと

思います。そのことについては要望として

おきます。 

 それから、今回、広域化初年度というこ

とで、全国の国保の保険料が引き下げにな

ったところが２９％、それから据え置きに

なったところは４８％、摂津市のように引

き上げになっているのは２３％しかあり

ません。これは、国が公表している数字で

す。 

 大阪府は統一保険料を目指すというこ

とで、赤字でなくても値上げをしている。

これは、被保険者の大変な状況から、構造

的な問題を何とかしなくてはいけないと

いうことで広域化が始まったのに、本末転

倒ではないかなと思います。これから一体

どこまで上がるのか、６年間の激変緩和措

置後の統一保険料ということ、まだ出され

てきていないのですけれども、今後それが

示される予定があるのかどうか、お尋ねし

ます。 

 それから、大阪府内でも保険料の値上げ

をしなかったところもあると聞いていま

す。大阪市は据え置きにしたと聞いていま

す。摂津市は、やはり市民の生活をしっか

り考えていただきたい。所得２００万円の

４人世帯は値上げにならなかった世帯だ

ったと思います。これがまた平成３１年度

で上がっているのです。一体この金額は、

平成３０年度でも結構ですので、わかりま

したら教えていただきたいと思います。 

 それから、大阪府の黒字分が２０億円、

基金に積まれたというお話がありました。 

 国保運営方針では、国のガイドラインに

沿って運営方針をつくらないといけない

ということになっているのですけれども、

これは都道府県の黒字についても言って

います。当該都道府県内の市町村における

事業運営が健全に行えることが重要であ

るため、都道府県特別会計において必要以

上に黒字幅や繰越金を確保することのな

いよう、市町村の財政状況をよく見きわめ

た上で、バランスよく財政運営を行ってい

く必要があることに留意をすると書かれ

ているのです。 

 今回、摂津市も単年度は赤字だったわけ

ですし、大阪府は黒字だったとお聞きしま

した。さらに、その黒字額を翌年度の引き

下げに使うのではなくて、２０億円を基金

にため込んでいるということです。このや

り方についてはおかしいのではないかと

思いますので、次の年の引き下げに、黒字

が出たときは使うべきだと主張をしてい

ただきたいと思います。これは要望として

おきます。 

 それから、府からの法定外繰入が予想よ

りも２，０００万円多く入ったので、入れ

るはずだった金額を減らしたというお話

でした。摂津市は市民の保険料を据え置き

をしてこられて、２年連続値上げをしてい

くという事態がありましたけれども、その

中でも２年目の値上げのときに、できる限

り値上げ幅を抑えたいということで、６月

に補正を組んで、値上げ幅を圧縮したとい

うことがありましたよね。４月に決めたと

しても、そういう新たな要素が出てきたの

であれば、できる限り市民の保険料引き下

げのために、そのお金を使うべきだと思い
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ます。これについても要望といたしますの

で、ぜひ、今後はそういうふうにしていた

だきたいと思います。 

 それから、減免の制度です。 

 こうやって保険料が上がってくれば上

がるほど、減免制度は必要なのです。特に

低所得の人ほど必要なのです。これはもう

要望にしますけれども、摂津市の減免制度

をもとに戻していただくようにお願いし

ます。市分担金の免除についても同じです。 

 それから、基金についてです。 

 大阪府の基金を借りてしまうと、大阪府

内統一保険料と言いながら、その返還をす

るために、そこの市町村だけ保険料が上が

るということが盛り込まれた仕組みなの

です。統一保険料と言いながら、繰り入れ

を入れないことが大事なのか、それとも統

一保険料が大事なのか、大阪府は、統一保

険料よりも繰り入れを入れるなというこ

とのほうに力を入れているということだ

と思うのです。借りたら余計に保険料がう

ちの市だけあがってしまう、収納率も悪く

なるということになりますから、負の連鎖

が起こってくるような、基金の扱い方にな

っているのです。 

 しかし、全国的にそうかといえば、決し

てそうではないと思います。国が基金の使

い方について取扱要領を出しています。そ

の中では、基金は無利子で貸すということ

になっているのです。しかも、借りたとき

から翌々年度までの３年間で償還する。災

害のときは、さらに３年間延長することが

できる、借りやすい制度にしている。それ

でも返さなあかんのは返さなあかんので

すけれども、どういうふうにして返さなあ

かんとか、保険料を上乗せするとか、そん

なことは一個も書いていないわけです。 

 大阪府は、こういう国からのお金で基金

をつくりながら、全く大阪府内の市町村が

利用できないような仕組みを盛り込んで、

市町村は、本来だったら保険料引き下げに

使うお金まで一生懸命ため込んでやって

いるわけです。この問題についても先々、

運営方針の見直しが行われていくと思い

ますので、それは声を上げていってほしい

と思います。これは要望といたします。 

 運営方針の見直しが近々あるというお

話です。ガイドラインには市町村としっか

り話し合って、力を合わせて国保運営をや

っていけと書いているわけですから、ぜひ

市町村の意見を取り入れてもらえるよう

な機会にすべきだということも上げてい

っていただきたいと思います。要望としま

す。 

 滞納の問題です。 

 ゼロと言っていただきたいのですけれ

ども、数字は上がっております。できる限

り、差し押さえ、換価ということは、社会

保障である部分の中で行っていただきた

くないと思いますが、先ほどのお話にもあ

りましたように、しっかりと相談に乗りな

がら丁寧な対応をするということを前提

に、抑制的にやっておられるということに

ついては、私たちも理解をしているところ

でございます。 

 しかし、もう保険料は決まっている、減

免制度も決まっている、あとは収納対策し

かなくなってきて、そのためには、やみく

もな滞納処分をかけていくということが

池田市などでは起こっています。何も滞納

もしていない人の財産調査までやって、減

免の制度をそれで外しているということ

も起こっているという報告を聞いていま

す。滞納処分をやって、本当に違法なとい

うか、脱法的なことまで行って、収納率を

高めている、また、それが大阪府内で収納
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率が高まったという、いい事例として紹介

されていると聞いていますが、この滞納処

分について、本当に今これでいいのかとい

うことが司法の場でも明らかになってき

ています。 

 大阪高裁で画期的な判決が出ました。今

まで給料が口座に振り込まれたら、それは

給料としては差し押さえ禁止財産ですが、

口座に振り込まれた途端、全額差し押さえ

みたいなことが行われて、それは間違いで

はないのだということになっておりまし

た。給与が振り込まれても、数日たって、

その間に引き落としや、そういうものがあ

ってしているけれども、この原資は給料だ

ということで、滋賀県に対して高裁は、こ

れは返しなさいという判決を出しており

ます。こういうこともしっかり踏まえてい

ただいて、滞納処分に対しても、しっかり

と法を遵守しながら、市民の方に寄り添っ

た対応をこれからもお願いしたいと思い

ますので、これも要望としておきます。 

 それから、来年度ですけれども、１月で

は本当に遅いのではないかなと思うので

す。全国的にもそうなのか、しっかり大阪

府に確認していただきたいと思います。 

 中身についてもしっかりと市町村が精

査できるようにしてもらうように、これも

言っていただきたいと思いますので、要望

としておきます。 

 以上で３回目の質問を終わります。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、増永委員

の３回目のご質問で、値上げについてのご

質問にお答えします。 

 まず、今後の保険料値上がりのシミュレ

ーションというか、どこまでということの

ご質問でございますが、大阪府にも確認は

しておりますが、現在では、シミュレーシ

ョンを出せないといいますか、まずは平成

３０年度の府及び各市町村の決算状況を

分析した上で、一定何か提供できるものは

提供したいと聞いておりますので、シミュ

レーションについてはできないとは聞い

ております。 

 あと、モデルケースの話でございますが、

平成３０年度から平成３１年度という形

でお答えさせていただきますと、一つ目、

単身世帯で年金収入が１２万円程度の方

であれば、平成３０年度から平成３１年度

で年額１，０７２円ほど上がっております。

また、３人世帯、例えば４０歳代で、ひと

り親で子どもがお二人、年間所得１００万

円程度であれば、年額で１万８３９円ほど

値上がりとなっております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 統一のところの保険料

のシミュレーションができないと大阪府

が言っているということですけれども、見

直しに向けて今年度中に出すという話も

聞いておりますので、ぜひここをしっかり、

国保の運営方針を論じ合っていかないと

いけないところですので、お願いしたいと

思います。 

 それから、年間所得２００万円４人世帯

の方々では３０万円を超えて、もう４０万

円に近くなっているところだと思うので

す。年間所得２００万円で、本当に国保料

が所得の５分の１、本当に払い切れないと

思います。金額がさらに上がっていくとい

うのは、本当に滞納したくはないけれども、

払えなくなって滞納してしまうという人

たちをたくさん生み出していくと思うの

です。それは市にとってもよくない。そう

いうことも考えて、基金で補填すると思っ

ておられるのかもしれませんけれども、基
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金もいつかはなくなるわけですから、やは

りもともとのところを払える保険料にす

るということについて、頑張っていただき

たい。この国保の運営方針、統一保険料と

いうのは大阪府が言っているだけで、法で

は市町村が保険料を決める権限があると

いうことになっているわけです。幾ら大阪

府がこんな保険料にすべきだと言ったっ

て、市町村の自治権というのがあるわけで

すから、そこは市民のことをしっかり見て、

市民に対しての誠実な態度で臨んでいた

だきたいと思います。 

 国保についての私の質問は終わります。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 それでは、２点質問させて

いただきます。 

 一つ目は、決算概要の２１２ページにな

りますけれども、職員体制の件に関して、

お伺いしたいと思います。 

 広域化の初年度ということで新しい事

務が加わったり、広域化されたりとか、さ

まざまな点があると思うのですけれども、

ここで正職員及び非常勤職員がどのよう

に配置されていて、また、どういった業務

に携わっているのかをお尋ねしたいと思

います。 

 続いて、２点目です。 

 同じく２１２ページの国保システム改

造委託料についてですけれども、平成２９

年度も計上されておりました。平成２９年

度は約１，９００万円、そして当年度は約

３８０万円となっておりまして、大きく変

動しております。広域化に関係するシステ

ムの改修であったと思いますが、その内容

をもう一度お聞かせいただきたいと思い

ます。 

 以上です。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、水谷委員

の１回目のご質問に、お答えします。 

 まず、職員体制についてのご質問でござ

います。 

 国保年金課におきましては、まず国民健

康保険に関する係として、主に国民健康保

険の資格、保険料の賦課に関する事務を担

当する国民健康保険係というものがござ

います。また、保険給付や保健事業に関す

る事務を担当しております国保医療係、保

険料徴収や滞納処分に関する事務を担当

している収納係の合計三つの係がござい

ます。 

 職員配置としましては、全体で正職が１

５名、非常勤職員が８名、臨時職員が２名

の体制でございました。正職と非常勤に共

通する業務としましては、窓口における国

保の加入、脱退、保険給付の申請等、ある

いは電話対応がございます。また、それ以

外での保険料の賦課や保険証の更新、保険

事業あるいは収納に関する専門的あるい

は行政的な判断を伴うものに関しまして

は、正職員が担当しております。 

 続きまして、２点目のシステム改修に関

するご質問でございます。 

 平成２９年度につきましては、委員がご

指摘のとおり、広域化に伴うシステム改修

が大部分を占めておりました。 

 内容としましては、広域化により国民健

康保険の資格情報や給付情報を府でまと

めて管理するために国保連合会に情報を

連携させる必要がございましたので、その

対応が一番大きな部分となっております。

そのほかには、平成３０年８月より高額療

養費の制度改正に伴い、７０歳以上の現役

区分が３区分にされたことから、それに伴

う１段階目の対応を平成２９年度に行い
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ました。 

 平成３０年度のシステム改修内容にお

きましては、先ほど申し上げました高額療

養費の制度改正に伴う改修の２段階目と

なっておりまして、広域化とは別の制度改

正でございます。 

 以上です。 

○森西正委員長 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 まず、１点目の職員体制の

件です。 

 職員の皆さんの業務については、おおむ

ね理解ができました。広域化によって、実

際に事務負担はどういうふうになったの

か、その点をまずお伺いしたいと思います。

軽減された内容とつながっていったのか

どうかも、お伺いしたいと思います。 

 また、非常勤職員や若手の職員の方、職

歴の浅い職員の方が事務負担となっては

いないのかどうか、この点もあわせてお願

いします。 

 続いて、２点目のシステム改修の件です。 

 今後大きなシステム改修は、制度変更が

なければ大きな費用もないかなと思うの

ですけれども、今回このシステム改修に関

して財源はどうなっているのか、お聞かせ

いただきたいと思います。 

 また、今後システム改修が発生していく

可能性もあると思うのですけれども、この

システムを担当する委託先が変更になっ

たりした場合には今後どうなっていくの

か、わかる範囲でお答えいただきたいと思

います。 

 以上です。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、水谷委員

の２回目のご質問に、お答えします。 

 まず、一つ目、広域化の事務負担につい

てでございますが、まず基本的な窓口の対

応、業務については変更はございません。

それ以外の部分で、広域化前後で事務負担

を比較した場合、交付金等の申請事務はな

くなったものもあり、一定事務軽減は図ら

れている部分はございますが、新たに対応

すべき事務として、普通交付金であったり、

事業費納付金等で慣れない部分や新しい

業務フローの構築等を考慮すると、事務負

担全体としては一時的に増加していると

も考えられます。 

 また、非常勤職員や若手、経験年数の浅

い職員の事務負担でございますが、近年、

本課においても、若手職員等もふえてきて

ございます。制度の変更などにより、過去

のマニュアルが使えないとか、そういった

部分や引き継ぎに時間を要することも一

定ございますので、既存の業務の効率化を

進めることで事務負担の軽減については

進めているところでございます。 

 続きまして、システム改修の財源につい

てのご質問でございます。 

 基本的には、制度改正により１０分の１

０で補助金はもらえますが、今後について

も制度改正に伴うものであれば、引き続き、

そのシステムを改修することとなります。 

 ただ、現在わかっているところで言いま

すと、令和３年３月に導入予定しておりま

すオンライン資格確認という、マイナンバ

ーカードを利用した保険資格確認の仕組

みに向けてシステム改修が必要となって

いることが判明しております。こちらにつ

きましては、本市においては令和２年度中

に改修を予定しております。 

 また、本市の基幹システムのベンダーが

変更になった場合につきましては、これま

で改修した部分、あるいはカスタマイズし

た部分に関しては、一定反映した形での導

入が基本となるとは考えております。 
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 なお、広域化となった際には、国保中央

会が市町村事務処理標準システムという

ものを開発、提供しており、こちらを導入

すれば、基本的な制度改正については国が

行うことになります。本市としても、将来

的には導入することを予定してはおりま

すが、現在の基幹システムの更新時期とタ

イミングが合わなかったこともありまし

て、見送ってはいます。また、府内でも現

在３市しか導入していないということも

ありまして、その影響も測れないことから、

現時点では見送りつつ、継続して検討を進

めているところでございます。 

 以上です。 

○森西正委員長 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 まず、職員体制の件ですけ

れども、事務の効率化ができた部分もあれ

ば、新しい仕組みに対応していく事務負担

もあるということで、内容は理解いたしま

した。 

 ９月議会におきまして、私のほうの一般

質問をさせていただいて、業務の効率化と

いうことでＲＰＡシステムの導入を提案

させていただきました。国保に関してＲＰ

Ａという点でいうと、どのような内容を想

定されているのか、可能な範囲でお聞かせ

いただければと思います。 

 二つ目の国保のシステム改造委託料で

ございますけれども、おおむねは理解いた

しました。 

 また、今後、答弁にもありましたように

マイナンバーカードと連携したオンライ

ン資格確認というシステムが早ければ令

和３年３月に導入されるという見込みを

お伺いしましたけれども、マイナンバーカ

ードとの連携ということであれば、庁内で

も連携をしっかり密にして、事故のないよ

うに取り組んでいただきたいと思います。 

 また、国保の基幹システムにつきまして

は、答弁にありました国保中央会が提供し

ている国保標準システムというのがある

ということで、導入は現在３自治体という

ことでありますけれども、国としても、各

自治体でわざわざシステムをつくらなく

ても、それを活用してくださいという方向

にはあると思うのです。ただ、本市独自で

市民の皆さんのためにいろいろと積み上

げてきた内容もあって、そこの差異という

のがあると思うのですけれども、国に対し

ても１自治体として、こういうところをふ

み込んだような内容に改良していってほ

しいという要望も積極的に上げていって

いただいて、せっかくのクラウド型のシス

テムを活用していけるということですの

で、その導入メリットをしっかりと把握し

ていただいて、こういう間接事業の削減に

努めていただきたいことを要望とさせて

いただきます。 

 以上です。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、水谷委員

の３回目のご質問に、お答えします。 

 ＲＰＡの導入の件でございますけれど

も、本課におきましては、職員の業務負担

軽減を目的として、ＲＰＡを適用できる可

能性がある業務について現在順次検討し

ているところでございます。ＲＰＡを試行

的に導入した事例としましては、国民健康

保険業務における喪失後の受診対象者の

保険証回収日、あるいは加入保険情報等の

入力事務が挙げられます。こちらにつきま

しては、人手がかかる部分だけでいいます

と、６時間程度のものが２時間に削減でき

ております。国保の業務で一番時間がかか

るのは、個人画面に基幹システムから入っ

て、個人画面の中で入力あるいは修正する
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といった事務が一番手間がかかります。そ

ういった部分に活用できないかと考えて

おります。 

 また、ＲＰＡを検討する中で、実際には

ＲＰＡを適用せずにエクセルの機能のみ

で時間短縮が図れることがわかったもの

や導入に向けて事務フローの見直しや整

理を行うことで、効率化が図られているも

のもございます。国保においては、日次業

務というよりは、むしろ月次あるいは年次

処理業務での検討が今後必要かなと考え

ております。 

 ただ、一つの事務に適用するだけで劇的

に効果が得られるわけではございません

ので、少しずつその積み重ねで、事務の軽

減負担が図られていけばいいかと思って

おります。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 それでは、ＲＰＡの件でご

ざいますけれども、現状の事務作業、それ

の整備業務を並行して行っておられると

いうことでした。 

 ＲＰＡといっても、それを入れれば万能

なわけではないと思います。今おっしゃっ

たエクセルを活用したほうが効率化をさ

れたりとか、いろいろとあると思うのです

けれども、現場で実際に事務に当たってい

る方の意見を聞きながら、活用できるとこ

ろから、そういうのにも積極的に取り組ん

でいただきたいと思います。 

 以上、要望といたします。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○森西正委員長 なければ、以上で質疑を

終わります。 

 次に、認定第８号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

 福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、後期高齢者の

年金について、質問させていただきたいと

思います。 

 後期高齢者の健診についてなのですけ

れども、国保でも特定健診というのが実施

されております。なかなか受診率が上がら

ないといった悩みがあるのですけれども、

後期高齢者においても生活習慣病とか、早

期発見のための健診というのが行われて

いると思います。どういった内容であるの

か、どういうふうに実施されているのか、

教えていただきたいと思います。平成３０

年の受診率、実績等もわかれば、よろしく

お願いいたします。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、福住委員

の１回目のご質問に、お答えします。 

 後期高齢者医療制度の健康診査に係る

部分でございます。 

 健診の実施方法についてでございます

が、後期は平成２０年度から制度が開始し

て以来、生活習慣病の早期発見、健康増進

などを目的として実施されており、年度ご

とに１回、無料で受診することができます。 

 なお、受診時に必要となります受診券、

パンフレットなどの書類につきましては、

広域連合より毎年４月に後期の加入者に

向けて送付しているところでございます。 

 本市と府の健康診査のかかわりについ

てでございますけれども、広域連合と契約

を結んだ医療機関でありましたら、国民健

康保険と同じく府内の医療機関で受診す

ることが可能となっております。本市にお

きましては、３６の医療機関で受診するこ

とが可能となっております。また、保健セ

ンターにおきましては、年間７５日の健診
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日を設定しており、集団健診としても受診

することが可能となっております。 

 なお、受診券の送付に当たっては、広域

連合と連携の上、本市が作成したスケジュ

ール及び申し込みはがき、こちらの利便性

を高めるために同封して、健康診査を少し

でも多く受診できるように努めていると

ころでございます。 

 平成３０年度の実績についてでござい

ますが、本市の受診率は２０．８６％、前

年度が２０．４８％ですので、０．３８％

の増加はしておりますが、府内平均は２３．

３８％ということで下回っている状況で

ございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 平成２０年度からのス

タートということでありました。それから、

３６か所の受診できるところとか、保健セ

ンターでも７５回されているということ

で、そんな中でも府平均の受診率にはまだ

到達できていないというような実態であ

るかと思います。そういう中で何か対策と

いうのは必要かと思っております。また、

歯科検診も実施されているとお聞きして

おりますが、歯科検診についてはどういっ

た状況なのか、お聞きしたいと思います。 

 それから、また、後期高齢者においても

人間ドックの費用助成があるとお伺いし

ておりますけれども、この辺の助成の状況

について、教えていただきたいと思います。 

 最近は、フレイルという言葉が耳に聞く

ようになってまいりました。健診の中でフ

レイルに関するチェックや検査というの

は盛り込まれているのか、その点もあわせ

て、よろしくお願いいたします。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、福住委員

の２回目のご質問に、お答えします。 

 健康診査の受診率向上に向けた取り組

み、また、その他の保健事業についてでご

ざいますが、まず受診率向上に向けた取り

組みについてでございます。 

 健康まつりや市民公開講座などの各種

イベントにおいて、受診勧奨チラシを配布

しており、周知のみならず、受診いただく

必要性についてもご案内、ご説明をしてお

ります。 

 また、国保年金課の窓口では、保健セン

ター実施分の予約取り次ぎを行うなど、一

人でも多くの方が受診できるよう努めて

いるところでございます。 

 歯科健診の状況でございますが、これま

での成人歯科健診から、平成３０年度より

後期高齢者医療の歯科健診が実施される

こととなりました。口腔機能の低下により

肺炎等の疾病予防などを目的として、年度

ごとに１回、無料で受診することができる

ようになりました。その結果、受診者数に

つきましては、前年度の４６０人から１，

６０８人と大幅な増となっている状況で

ございます。 

 受診率につきましては、平成３０年度は

１６．９２％で、府内平均の１６．５６％

をわずかに上回っている状況でございま

す。 

 人間ドック費用の助成状況でございま

すが、こちらのほうは平成２２年度から実

施されており、年度ごとに１回、上限２万

６，０００円での費用助成となっておりま

す。本市の状況としましては、平成３０年

度助成件数３９件となっており、前年度よ

り１４件増加している状況でございます。 

 フレイルの観点でございますが、こちら

は、健康診査の受診時に記載いただいてお

ります質問票に、フレイルなどの高齢者の
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特性を把握するための項目が令和２年度

より新たに追加されると聞いております。 

 なお、歯科健診におきましては、既にオ

ーラルフレイルの項目が入っているとこ

ろでございます 

 以上でございます。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 ありがとうございます。 

 歯科検診が無料ということで随分と受

診される方がふえたり、人間ドックの助成

も２万６，０００円ということで、一般の

人たちよりも、多いということで、これも

受診率がまあまあ高く、府よりも平均して

全体的には上がるというような答えであ

ったと思います。おおむね、内容について

はわかりました。 

 きのうも公開講座ということで、国循で

吹田市と摂津市の公開講座がありまして、

たくさんの方が参加されておりました。専

門の医師からの、とてもわかりやすい内容

でしたので、こういった周知も、これから

もどんどん広げながら予防に努めていた

だきたいなと思っております。 

 後期高齢者の方というのは、ふだんから

何らかの形で医者に行っておられる方は

多いと思うのです。そこで、定期受診して

いるというようなこととか、行ったら血液

検査しているから自分は大丈夫と思って

いて、健診がおろそかになっているのかな

ということも感じることがあります。 

 逆に、自分は全く病院に行ったことがな

くて、かかりつけ医もいないというような

方が、今回こういう健診票をもらったのだ

というお話で、ぜひ一度受けて、かかりつ

け医というのは持っておくほうがいいで

すよということを言ったら、ぜひ行ってみ

ますというような市民の方もおられまし

た。 

 かかりつけ医を持つということは大切

だと思います。健診も重要でございます。

国保の特定健診とあわせて、これからの市

民の健康のためにも受診勧奨に向けた向

上につながるよう、よろしくお願いしたい

と思います。 

 要望として終わります。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

 増永委員。 

○増永和起委員 後期高齢者の方につい

ても、差し押さえ、換価ということが行わ

れているということは、全国的に問題にな

っています。平成２１年に滞納処分を受け

た件数は全国で８３４件でしたが、平成２

９年度には６，８１６件と、約８倍になっ

ております。摂津市の状況はどうかという

ことについて、教えてください。 

 それと、医療費の負担が３割負担という

ものも導入をされています。ただし、この

３割負担は、収入によっては１割または２

割負担になります。こういう周知をどうさ

れているのかについて、教えていただきた

いと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、増永委員

の１回目のご質問に、お答えします。 

 後期高齢者における滞納処分、差し押さ

えに関するご質問ですが、本市におきまし

ては、平成２９年度は滞納処分０件ござい

ました。平成３０年度におきましては、差

し押さえが一人で３件、５０万９，５５９

円で、換価のほうは６件、内容としては延

べですので、一人で年金２４万円という状

況でございました。 

 二つ目のご質問で、後期高齢者の窓口負

担のことでございますが、基本的には保険

料の通知の際に、その内容等をお送りして
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おります。 

 ただ、今後の話でございますけれども、

後期高齢者の窓口負担の引き上げという

ようなことが今うたわれております。特に、

国において世代間の公平性や制度の持続

性の観点から、団塊の世代の方々が後期に

入るまでに検討するとされております。本

市といいますか、全国的な形では、これに

関しては慎重に議論すべきということで

聞いているところでございます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 摂津市は人数的には少

ないということですが、後期高齢者の方々

で差し押さえになるというのは、大抵の方

は年金から天引きという形になっている

わけですから、それができない普通徴収の

方です。本当に年金額が少なくて、１万５，

０００円以下であるとか、もう年金がない

とか、そういう方々の滞納なわけです。預

金が幾らかあるとはいっても、そのお金と

いうのは、やっぱりこれから先々、医療が

必要な場合とか、お葬式代だとかいって残

しておられるようなお金だったりするわ

けですので、その方々のご相談に乗ってい

ただいて、こういう差し押さえ、換価とい

うことが高齢者の皆さんに行うようなこ

とがないように、ぜひお願いしたいなと思

います。 

 消費税の増税に伴って特例を廃止する

ことが行われました。今まで９割の減免だ

った方が７割となっていく、消費税の増税

に、さらにこういうものも加わって、しん

どい保険料になっていくということがあ

ると思います。そして、窓口負担もふえて

いくということです。今は収入に応じて３

割ということになっていると思うのです

けれども、この方々の申請によって２割ま

たは１割に軽減というか、もとに戻すとい

うか、そういうことができると思うのです、

ご夫婦の場合とか。そういうこともきめ細

かく通知を行っていただいて、生活がしっ

かりなり立つように、ぜひ考えていってい

ただきたいと思います。 

 日本共産党は、後期高齢者だけを一つの

医療保険に囲い込んで、そういうやり方を

する後期高齢者の医療保険そのものに反

対をしています。また、これが国保や社会

保険の方々への負担ともなってきている。

国が責任を持って、医療全体の問題として

やるべきだと思っております。 

 以上で、この質問を終わります。 

○森西正委員長 ほかにございませんか。 

 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 これは要望ということで

させていただきたいと思うのですけれど

も。 

 後期高齢者の保険料の減免の基準なの

ですけれども、実際に相談のあった内容な

のですけれども、３人家族の方がいらっし

ゃいまして、そのうちお一人が７５歳に達

したということで、後期高齢者の保険料を

納めることになったケースなのですけれ

ども。国保のほうの減免の基準としては、

世帯という考え方で国保の減免は考えら

れていると思うのですけれども、後期高齢

者に入ると、世帯という考えではなくて、

もう一人一人になってしまって、後期にな

った方についてどうなのかということで

減免も考えられているということで、私も

相談を受けましてからわかりました。 

 もっと言うと、３人で国保であったとき

と二人家族が国保になって一人だけ後期

に入った場合ですと、結論的に言ったら保

険料が上がってしまったのです。というの

は、３人国保がいらっしゃって減免を受け
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ていたときと一人だけ後期になったとき

では、後期の減免の基準が一人だけ後期に

なったにもかかわらず、減免の基準の生計

を同一とする家族の収入の減免の対象に

なってしまうので、結局、保険料がやっぱ

り上がってしまったという結論になって

しまいました。 

 これは、もう国保と後期の制度の違いで

あるので、なかなか対応しがたい部分もあ

ると思うのですけれども、何とか本市とし

ても、そこに力を入れることができれば、

検討していただきたいと思いますし、もう

一つは、７５歳になったら保険の制度が後

期になりますよということをよく理解し

ておられない方もいらっしゃると思うの

です。こちらの方も実際にそうだったので

すけれども。そういう意味で、７５歳にな

ると国保から変わって、こういう制度にな

りますよということをわかりやすい書面

とか、通知内容でお知らせしていただきた

いと思うのです。市から送られてくる書類

は専門用語が多くて、文字の大きさもどう

とか、そういう問題もありますので、特に

７５歳になって後期になられる方には、わ

かりやすいように通知をしていただきた

いですし、せめて減免の考え方が少し変わ

りましたということで、何でということが

ないように努めていただきたいことを要

望して、終わります。 

○森西正委員長 他にございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○森西正委員長 なければ、以上で質疑を

終わります。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時５１分 休憩） 

（午前１０時５５分 再開） 

○森西正委員長 再開します。 

 認定第７号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

 香川委員。 

○香川良平委員 それでは、質問させてい

ただきます。 

 決算概要の２５２ページ、認知症総合支

援事業について、お伺いいたします。 

 これは新規の事業ということで、まず、

この事業の内容について、お聞かせいただ

きたいなと思います。 

 備考のところに、認知症初期集中支援チ

ームの設置とありますが、この認知症初期

集中支援チームというのは、どのようなメ

ンバーで構成されているのかというのも、

あわせてお聞かせいただきたいなと思い

ます。 

 以上、お願いします。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、香川委

員のご質問に、お答えいたします。 

 認知症総合支援事業についての概要で

ございます。 

 こちらの事業につきましては、高齢者の

方が住みなれた地域で、いつまでも暮らし

続けることができるようにということで、

いろいろな事業を展開しております。その

主なものは、こちらの備考の欄に書かせて

いただいておりますように、認知症初期集

中支援チームの設置、または認知症地域支

援推進員の配置、この２点となっておりま

す。 

 認知症初期集中支援チームのメンバー

についてでございます。 

 こちらのメンバーは、保健師、社会福祉

士、認知症サポート医で構成しておりまし

て、平成３０年４月から高齢介護課内に配

置しております。 

 なお、認知症サポート医につきましては、
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医師会の中で研修を受けていただいた先

生にお願いをしている次第でございます。 

 また、チーム員の活動と認知症支援チー

ム推進員の配置により、地域における研修

会の開催やプロジェクトチームの運営を

しております。認知症ケアパスの作成もこ

の事業の中で取り組んでいるものでござ

います。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 香川委員。 

○香川良平委員 ご答弁ありがとうござ

います。 

 今のご答弁で、内容についてはおおむね

理解いたしました。 

 この認知症初期集中支援チームなので

すけれども、平成３０年度の実績と効果に

ついてをお聞かせいただきたいなと思い

ます。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 ２回目のご質問

でございます認知症初期集中支援チーム

の実績と効果ということでございます。 

 こちらのチームに相談が入りました件

数が２２件、平成３０年度はございました。

うち、支援チーム員として対象となりまし

た件数は１４件ございました。内訳といた

しましては、女性の方が９割と多く、また、

年齢では７５歳以上が８割という状況に

なっております。また、約４割がひとり暮

らしの方で、高齢者夫婦のみの世帯を合わ

せますと、約７割の方がひとり暮らし、ま

たは高齢者のみの世帯という状況になっ

ております。 

 相談を受けていましたけれども、支援チ

ーム員のほうが対象として活動をしなか

った状況もございますが、その理由につき

ましては、相談後に介護保険の申請にすぐ

至ったものですとか、ケアマネジャーにつ

ながった、あるいは専門医療機関の相談場

所をご家族の方にご説明をし、ご家族の方

が対応されるといった場合には、この集中

支援チームの対象としてではなく、相談対

応事例ということで、こちらの１４件の中

には計上していないという状況でござい

ます。そういった意味では、チーム自体が

動いた件数以外にも、相談窓口としての周

知については、効果があったものと考えて

おります。 

 また、チームで対応した方々について効

果といった点で見てみますと、支援をする

前は診断を受けている人が３人というこ

とでしたが、相談対応させていただいた後

は９人に、また、介護サービスの利用をさ

れている方というのが一人だったのです

けれども、１０人とふえておりますので、

必要な医療や介護のサービスにチーム員

がかかわることでつながったということ

が言えるかと思います。そういった意味で

は、認知症の方やご家族の方が在宅での生

活を続けていっていただくことができる

ような効果があったものと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 香川委員。 

○香川良平委員 ありがとうございます。 

 引き続き、認知症、また、その家族の方

の支援に尽力していただきたいなと思い

ます。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 おはようございます。 

 私のほうからは、４点あります。 

 まず、質問一つ目でございますけれども、

決算概要２５０ページ、介護予防・生活支

援サービス事業についてでございます。 
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 これは予算計上でいきますと２億５，４

２４万９，０００円ということに対しまし

て、２億１，７４８万１，０００円ですか、

昨年比較しても非常に増額して執行され

ていると思います。当該事業にの中に訪問

型サービスとして訪問型サービスＡ、あと

通所というところでいくと通所型サービ

スＣがあると思いますけれども、このあた

りを中心に、平成３０年度の取り組み状況

をお聞かせいただきたいと思います。 

 二つ目です。 

 決算概要、同じく２５２ページの地域介

護予防活動支援事業におきまして、これも

４３０万円程度増額して執行されており

ますけれども、ここでは、事務報告書にあ

りましたつどい場について、平成３０年の

取り組み状況をお聞かせください。 

 三つ目でございます。 

 同じく２５２ページですけれども、生活

支援体制整備事業というところで、これも

平成２９年決算ベースでいくと、７００万

円程度、大幅に増額されて執行されている

ということでございますけれども、これは

高齢者の生活支援体制を構築するという

ことで、生活支援コーディネーターにした

ことによるものだと私は認識しておりま

すけれども、これにつきましては、このあ

たりを中心に平成３０年度の取り組み状

況をお聞かせください。 

 最後です。 

 決算概要２５４ページの在宅医療・介護

連携推進事業というところにおきまして、

これも平成２９年度決算ベースでいくと、

２６３万円程度増額して執行されており

ます。これは、平成３０年度新たに在宅医

療介護コーディネーター委託料を計上さ

れていることが大きな要因だと思います。 

 医療と介護については、やっぱりそれぞ

れを支える保険制度が異なるということ

とか、あるいは、多職種間の相互理解とか、

あるいは情報の共有ということが十分に

できていないということ、必ずしも円滑に

連携できていないということが課題だと

私は認識しておりますけれども、改めて、

このコーディネーターを中心とした平成

３０年度の取り組み状況について、お聞か

せください。 

 １回目、以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、質問番号

の１番目、介護予防・生活支援サービス事

業の訪問型サービスＡと通所型サービス

Ｃについての平成３０年度の実績という

ことで、お答えいたします。 

 訪問型サービスＡは、シルバー人材セン

ターと株式会社布亀の２者に委託し、掃除

や洗濯、買い物などの生活援助を行ってお

ります。 

 平成３０年度の実績は、シルバー人材セ

ンターが利用者一人、延べ件数が９６件、

株式会社布の利用者が二人で、延べ件数は

３０件でございました。 

 通所型サービスＣは、保健センターを事

業者として指定しており、リハビリの専門

家が一人一人に合ったプログラムを作成

し、３か月もしくは６か月の集中的な運動

指導等が実施される短期間のサービスで

ございます。 

 平成３０年度の実績は、利用者が３０人、

延べ件数は１８９件でございました。 

 続きまして、質問番号２番目、地域介護

予防活動支援事業についてでございます。 

 平成３０年度のつどい場の状況という

ことでございますが、市が市民団体に委託

して実施しているつどい場は、平成３０年

度は５か所であって、平成２９年度と同じ
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でありますけれども、延べ利用者数は５か

所合計で３，８５５人ということで、平成

２９年度の３，７２７人と比べて１２８人

増加しております。 

 続きまして、質問番号３番目、生活支援

体制整備事業について、生活支援コーディ

ネーター等の実施状況ということについ

てでございます。 

 介護予防と生活支援ができる地域づく

りを進めるために、平成３０年４月に生活

支援コーディネーターを高齢介護課に一

人、社会福祉協議会に二人配置いたしまし

た。委託料は、この社会福祉協議会に対す

るものでございます。 

 コーディネーターの活動の一つは、高齢

者の生活を支援する団体やサービスなど

の情報を集めて紹介するというもので、平

成３０年度には、社会福祉協議会のコーデ

ィネーターを中心に、各公民館やコミュニ

ティ施設で活動する団体を訪問して、活動

内容を把握し、地域資源マップとして中学

校区別にまとめた冊子を発行いたしまし

た。 

 また、地域住民やボランティア、ＮＰＯ、

事業者などと一緒に、互助活動や支え合い

の仕組みについて考えるために新設いた

しました会議、暮らしの応援協議会と申し

ますけれども、こちらのほうでコーディネ

ーター役としても活動しております。 

それでは、在宅医療・介護連携推進事業

のご質問について、お答えいたします。 

 高齢者の方は疾患を有する方が多く、高

齢者が安心して在宅生活を送るためには、

医療と介護の連携が大変重要と考えてお

ります。 

 平成３０年度の事業といたしましては、

多職種連携研修会と申しまして、医師会、

歯科医師会、薬剤師会、理学療法士・作業

療法士会、地域包括支援センター、介護保

険事業所連絡会など、医療や介護にかかわ

る関係職種が一堂に会しまして開催しま

す研修会を、例年１回だったのですけれど

も、平成３０年度は２回開催をいたしてお

ります。 

 また、その内容につきましても、チーム

ステップスと言いまして、チームワークに

よるケアの向上を図るものですとか、アド

バンス・ケア・プランニング、いわゆる人

生会議とも呼びますが、そういったものを

テーマに、介護と医療職がそれぞれ課題を

出し合いながら、人生の最終段階における

医療やケアについての話し合いというこ

とで、そのようなものをテーマに選びなが

ら、講義やグループワークによりまして、

より顔の見える関係づくりを図っている

ところでございます。 

 また、平成３０年度新たに在宅医療と介

護の連携の推進を図るために、在宅医療介

護連携支援コーディネーターということ

で、こちらは摂津市医師会に配置を委託い

たしました。このコーディネーターは、医

療や介護関係者からの連携に関するご相

談を受けていただきまして、適切に情報提

供や支援を行っていただくことが重要な

役割となっております。 

 また、相談の中から明らかになってきま

した課題については、在宅医療・介護連携

推進企画会議というものを設けておりま

して、そちらに報告をいただき、それぞれ

多職種間で相互理解や情報共有を行うと

いうこととしております。 

 また、コーディネーターの活動の中に、

医療機関や介護保険事業所などを対象と

しました研究会も開催をしていただいて

おりまして、ネットワークの構築、切れ目

のない支援ということで、体制の強化に取
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り組んでいただいているところでござい

ます。 

○森西正委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございます。 

 それでは、２回目の質問をさせていただ

きます。 

 まず、一つ目の介護予防・生活支援サー

ビス事業というところで、訪問型サービス

Ａ、通所型サービスＣを中心に、平成３０

年度の状況をお聞かせいただきました。 

 特に訪問型サービスＡは、利用件数３人

ということで昨年度と同等といいますか、

余り伸びていないと私は受けとめており

まして、これは周知にも課題があるように

思うのですけれども、そのあたり、どのよ

うに周知というところを捉えられている

のかということと、これらの取り組みの実

績をどのように評価されているのかとい

うことについて、２回目お聞かせください。 

 二つ目です。 

 地域介護予防活動支援事業というとこ

ろで、つどい場の平成３０年度の状況をお

聞かせいただきました。昨年より利用者が

１３０名程度ふえているということで、好

評だったのではないかと受けとめており

ます。そういったことでいきますと、何か

工夫された点等があるのではないかと思

いますが、そのあたりのことについて、お

聞かせください。 

 三つ目でございます。 

 生活支援体制整備事業というところで、

生活支援コーディネーターを中心にお聞

かせいただきましたけれども、生活支援コ

ーディネーターに期待する役割というと

ころで、予算のときも答えられていたと思

いますけれども、これは自治会とか老人ク

ラブなど、地域のいろいろな団体が独自で

高齢者の方々に集まっていく機会という

のをつくっていると思いますけれども、市

として、そのあたり十分把握できていない

部分があるとおっしゃっていたと思いま

す。そのあたりをぜひ把握したいとおっし

ゃっていたと思うのですけれども、そうい

った観点から、この生活支援コーディネー

ターの活動を通じて、成果とかをどう捉え

られているかということを改めてお聞か

せください。 

 四つ目です。 

 在宅医療・介護連携支援事業というとこ

ろで、コーディネーターを中心にお聞かせ

いただきましたけれども、このコーディネ

ーターを配置した目的というところでい

きますと、ご答弁にあったかと思いますけ

れども、医療と介護の連携をしっかりつな

ぐ仕組みというところで、実情に応じた在

宅ケア体制を整備することだと私は理解

しています。 

 また、これも前回ですか、特に入院され

ている方とか、退院して地域に帰ってこら

れるというところの橋渡し的な役割もあ

ると私は認識しておりますけれども、先ほ

どご答弁で丁寧にお答えいただきました

けれども、改めて、在宅医療介護コーディ

ネーターの具体的な活動の中身と、その効

果について、お聞かせいただきたいと思い

ます。 

 ２回目、以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、質問番号

１番目の２回目のご質問に、お答えいたし

ます。 

 訪問型サービスＡと通所型サービスＣ

の周知と評価についてということでござ

いました。 

 まず、評価からですけれども、訪問型サ

ービスＡは、利用者が１けた台ということ
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で、平成２９年度とほぼ同じ状況にござい

ます。 

 掃除や洗濯、買い物などの生活援助のサ

ービスには、ほかに介護保険事業者が実施

している訪問介護サービスがあり、こちら

は身体介護も行うことができるという違

いがございます。訪問型サービスＡは、訪

問介護サービスの緩和型ですので、利用料

も安く設定しております。利用者にとって

どちらがよいか選択できるように、ケアマ

ネジャーによる、より一層丁寧な説明と希

望の聞き取りが必要だと考えております。 

 通所型サービスＣは、心身機能の向上、

自立支援を目指したものでございます。平

成３０年度は、サービス開所日を週２回か

ら３回としておりまして、平成２９年度に

比べて、大幅に利用がふえております。通

所型サービスＣは、サービス提供前にご自

宅に伺い、一人一人の体の状況を確認し、

サービス提供後にもご自宅に伺って、改善

状況の評価をいたします。利用者からは効

果が実感できるという声をお聞きしてお

ります。 

 いずれのサービスにしましても、対象者

は要支援１・２の人、もしくは基本チェッ

クリストでの基準該当者であり、ケアプラ

ンを作成する地域包括支援センター等と

も連携を図りながら、より一層の周知に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 続きまして、質問番号２番目、つどい場

の工夫ということでございます。 

 つどい場では、高齢者が介護予防の体操

やレクリエーションをしたり、お茶を飲み

ながらおしゃべりしたりして、２時間程度

を過ごします。企画は各団体によるもので、

脳トレゲームであるとか、笑いヨガ、手芸

や歌など、さまざまでございます。ゲスト

を呼ぶこともあれば、参加者が特技を披露

するということもございます。最近は、参

加者の意見で企画が決まるということも

あると聞いております。また、特別な企画

がなくても、おしゃべりするだけで楽しい

という報告もあり、安心して楽しく過ごせ

る雰囲気づくりを各団体が行っているも

のと思っております。 

 続きまして、質問番号３番目、生活支援

コーディネーターの活動の成果というこ

とでございます。 

 平成３０年度は、初めて活動する年度と

いうことで、まず公共施設で活動している

団体を訪問して、情報把握することに取り

組みました。活動団体を訪問する際に、活

動における課題や評価、高齢者支援に対す

る要望などについて聞き取った内容や、コ

ーディネーター自身がその場で気づいた

ことを記録しております。例えば、男性だ

けの体操グループであったら男性は参加

しやすいだとか、場所代の補助があったら、

もっと活動ができるのになどというよう

なことをお聞きしており、今後の高齢者施

策の推進に役立てられるものであると考

えております。 

 また、先ほどもおっしゃいましたように、

今まで把握していなかった団体の情報な

ども、その場で教えてもらえることもあり、

コーディネーターが市内を回って団体と

接することで得られたものだと思ってお

ります。 

 中学校別にまとめた冊子は、広く市民に

配布するとともに、介護保険事業者や民生

児童委員の皆さんにも配布して、日ごろの

業務や活動において地域資源を紹介する

際に役立てていただいております。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、在宅医

療・介護連携推進事業のご質問に、お答え
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いたします。 

 看護師の資格を有する支援コーディネ

ーターですが、このコーディネーターがケ

アマネジャーの事業所や医療機関を訪問

いたしまして、待ちの姿勢ではなく訪問し、

平成３０年度新たに相談窓口ができたと

いうことを周知をしていただきました。ま

た、この中で在宅医療・介護に関する相談

事をお受けしていただき、課題を収集して、

また、相談支援や課題解決に向けて、対応

に取り組んでいただいておりました。 

 介護職は、どうしても、医療とか病院に

ついての情報が少ない、苦手意識があると

お聞きしておりますので、そういったとこ

ろ、このように相談窓口の役割を担ってい

ただくことで、情報の収集等にも効果が出

たのではないかと思っております。 

 また、研修会の開催ですが、こちらはや

はり介護・医療職ができるだけ参加しやす

いようにということで、２か月に１回です

が、平日の午後８時から午後９時というこ

とで、皆さん仕事を終わられて、熱意があ

ればみんな参加できるように時間帯の工

夫をしていただき、より医療と介護の連携

体制の強化という視点で、活動を積極的に

行っていただいたと考えております。 

 以上です。 

○森西正委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 それでは、３回目です。 

 おおむね、もう要望となりますが、まず

一つ目、介護予防・生活支援サービス事業

についてということでいきますと、周知を

どう図られているか、あるいは評価につい

て、お聞かせいただきました。 

 さらなる利用者獲得という意味では、周

知方法にいろいろな課題もあろうかと思

いますので、いま一度、平成３０年度の取

り組みを振り返っていただきまして、次年

度に反映していただければと思います。 

 また、通所型サービスＣになろうかと思

いますけれども、サービス内容についても

効果が出ているという声があったかとい

うところで、心身機能の向上にもつながっ

たのではないかなと改めて感じました。 

 今後も、利用者の方々にサービス内容を

よく理解いただく、また、利用者のニーズ

を聞くなど、必要な方々に必要なサービス

を受けられるように、引き続き丁寧な対応

に努めていただきますように要望として

おきます。 

 二つ目です。 

 地域介護予防活動支援事業についての

つどい場での工夫された点について、お聞

かせいただきました。 

 ご答弁の中に参加者の意見で企画が決

まるということもあるとお聞きしまして、

まさに市民目線といいますか、すばらしい

ものではないかなと思いました。 

 平成３０年度は、つどい場がない地域に

一つでも多く設置したいというふうに、前

回もおっしゃっていたかと思います。 

 もう一つ質問なのですけれども、新たに

平成３０年度は募集を募っていると思う

のですけれども、そのあたりの状況につい

て、もう一回お聞かせください。 

 続きまして、三つ目です。 

 生活支援体制整備事業というところで、

生活支援コーディネーターの活動成果に

ついて、お聞かせいただきました。 

 このコーディネーターの配置によって、

一定の効果が得られていると捉えまして、

安心いたしました。また、市民の方々の生

の声といいますか、要望やニーズ、意見

等々を聞かれているようですので、狙いど

おりではないかなと感じております。 

 これからも活動の幅を広げていただく
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ということと、地域の課題、いろいろな情

報を入手することはこれからできていく

と思いますので、地域主体の地域づくりに

生かしていけるのではないかなと思いま

すので、ぜひ、これからも引き続き精力的

に取り組んでください。これは要望にして

おきます。 

 四つ目でございます。 

 在宅医療・介護連携推進事業というとこ

ろで、コーディネーターの活動内容と効果

について、お聞かせいただきました。 

 いろいろな１回目の答弁だったと思い

ますけれども、顔の見える関係づくり、あ

るいは課題の共有ということを行われて

いるということで、これもまさに狙いどお

りの役割が担われておりまして、効果が出

ていると実感いたしました。 

 ぜひ橋渡し的な役割も含めて、これから

よろしくお願いしたいと思います。特に高

齢者の方々は疾病を抱えて、医療と介護両

方が必要とされる状態にあるということ

も考えられますし、狙いにもありますよう

に、住みなれた地域で安心して自分らしい

暮らしを続けられるように、引き続きサポ

ートしていただきますように、これも要望

としておきます。 

 ３回目、以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、質問番号

２番目、つどい場の新たな募集を行った結

果ということについて、お答えいたします。 

 令和元年度の新設に向けて、市立集会所

３か所について実施していただける団体

を平成３０年度に募集いたしました。結果、

そのうちの２か所について、委託団体が決

まりました。平成３１年４月から、一津屋

の第３０集会所と別府の第４３集会所で

実施しております。 

○森西正委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 これで最後にしたいと

思いますけれども、つどい場の募集状況と

いうところで、２か所ふえたということで、

１０か所が目標だったのですね、けれども

５か所でとまっていたのですが、ふえたと

いうことで非常に喜ばしいことだなと感

じております。 

 また、平成３０年度は、集会所の利用と

いうところを見ても伸びておりましたし、

おしゃべりするだけで楽しいということ

もあったというところで、高齢者の方々が

足を運ぶきっかけになった、あるいは生き

がいづくりにもつながっているのではな

いかなと思いますし、非常に有効な取り組

みではないかなと感じています。 

 これからも、ぜひ、つどい場をどんどん

広げていただきたいと思いますので、要望

としておきます。終わります。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、介護保険につ

いてですけれども、決算書の、まず９６ペ

ージ、款３国庫支出金、項２国庫補助金、

目４保険者機能強化推進交付金、これが１，

２５０万４，０００円という、補正予算で

上がっております。この内容について、お

聞きしたいと思います。 

 二つ目は、決算概要の２４８ページ、款

２保険給付費の中で、項１介護サービス等

諸費の居宅介護サービス計画給付事業と

いうのと項２の介護予防サービス消費の

介護予防サービス計画給付事業というの

があります。これは両方とも執行率１０

０％となっております。この内容について、

お聞きしたいと思います。 

 それから、三つ目ですけれども、決算概

要の２５２ページの款３地域支援事業、項

３包括的支援事業・任意事業費の中の目２
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任意地域支援事業費という中に、家族介護

支援事業の一つとして、介護予防紙おむつ

給付費の執行率というのがちょっと低い

ように思いましたので、この点について、

お聞きしたいと思います。 

 それから、４番目です。 

 四つ目は、高齢者利権擁護事業というこ

とで、決算概要の２５２ページにある一つ

に、高齢者虐待対応専門職チーム委託料に

ついて、お聞きしたいと思います。また、

この委託料の決算額がゼロということに

なっております。その点についても、あわ

せてお聞きしたいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、質問番号

１番目の保険者機能強化推進交付金の内

容について、お答えいたします。 

 保険者機能強化推進交付金は、市町村や

都道府県の自立支援・重度化防止等の取り

組みを支援するため、国が平成３０年度か

ら新たに創設した交付金でございます。市

町村のさまざまな取り組みの達成状況を

評価できるよう、客観的な指標が設定され

ております。市町村の主な指標としまして

は、ケアマネジメントの質の向上、多職種

連携による地域ケア会議の活性化や介護

予防の推進、介護給付適正化事業の推進な

どの取り組みとなっております。 

 また、交付金額につきましては、６５歳

以上の第１号被保険者数と指標に対する

取り組み状況の評価点によって決まるこ

ととなっております。 

 続きまして、質問番号２番目の居宅介護

サービス計画給付費と介護予防サービス

計画給付費について、お答えいたします。 

 居宅介護サービス計画給付事業と介護

予防サービス計画給付事業は、ともにケア

プラン作成料を居宅介護支援事業者や地

域包括支援センターに支払うものでござ

います。在宅の要介護認定者のケアプラン

作成料が前者であり、要支援認定者のケア

プラン手数料が後者ということになって

おります。ケアプラン手数料は介護度によ

って異なりまして、摂津市の地域区分にお

いては、要介護１と２が１万１，３０９円、

要介護３・４・５の方については１万４，

６９１円、要支援１と２が４，６１１円と

なっております。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、３点目

のご質問に、お答えいたします。 

 家族介護支援事業の中の介護用品紙お

むつ等給付費の執行率が低いといったご

質問かと思います。 

 これにつきましては、家族介護支援事業

は在宅において紙おむつを使用している

人に対し、紙おむつ等の給付券を交付する

事業でございます。社会福祉協議会に委託

し、実施しております。 

 また、給付につきましては、要介護３以

上の方は、世帯の生計中心者の当該年度分

の市町村民税の所得割額が１６万２，９０

０円以下の方には年間３万６，０００円分

の給付券、また、同居世帯が非課税で、か

つ同居家族による介護を受けている場合

には年間７万５，０００円分の給付券を支

給いたしております。また、おおむね６５

歳以上の要介護２以下の方で、市町村民税

非課税世帯の方につきましても、年間１万

２，０００円分の給付券を支給するものと

なっております。 

 この事業の対象者の方が支給された後、

病院への一時的入院等によりまして紙お

むつ代を実費で、医療機関に支払われたと

いう場合に、領収書と紙おむつ券を提出い
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ただきまして、助成金として支給するもの

になっております。 

 助成金につきましては、年度によりまし

て申請人数にばらつきがありますので、予

算額を実績より少し多く見込んでおりま

した。また、申請人数が平成３０年度は１

９人と、昨年度よりも少なかったといった

ことも合わさりまして、執行率が低くなっ

たという状況でございます。 

続きまして、高齢者権利擁護事業につい

てでございます。 

 この高齢者虐待対応専門職チーム委託

料についてでございます。 

 高齢者の虐待対応におきましては、高齢

介護課と地域包括支援センターの職員が

会議を開催いたしまして、市としての対応

を決定しております。ただ、判断の中で分

離をする、保護をする、そういった決定で

すとか、面会を制限するような場合の決定、

また成年後見制度の活用、そういったもの

について法律に基づく判断等に助言をい

ただく必要のある場合に、弁護士及び社会

福祉士からなるこういった専門職チーム

の派遣をいただけるように高齢者虐待対

応専門職チーム委託の契約を締結してお

ります。これにつきまして、今回、平成３

０年度執行額がゼロということでござい

ましたが、平成３０年度は、一つの事例に

２回、この専門職チームの派遣の依頼をい

たしました。ただ、こういった事業の派遣

につきましては、大阪府も予算化をされて

おりまして、大阪府の予算をこの２回につ

きましては活用させていただきましたの

で、摂津市の決算額がゼロ円となったもの

でございます。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 ２回目ですけれども、保

険者機能強化推進交付金につきましては、

６５歳以上の保険者数と指標に対する取

り組み状況の評価点といったことだった

と思います。評価点というのが内容につい

てもう少し教えていただきたいと思いま

す。 

 それから、介護サービスのケアプランの

作成料について、居宅介護サービス計画と

介護予防サービスの計画で、これは介護度

によって違うということだったと思いま

す。おおむね理解はいたしました。 

 ただ、私の感想としましては、要支援の

段階から要介護になった段階で、このケア

プランの作成がすごく高いなというか単

価が高いなという印象があります。４，６

１１円からいきなり次は１万１，０００円

とか１万４，０００円という金額になるん

ですかね。そういう意味では、ちょっと高

いなという印象でした。介護度が高くなれ

ば、住宅改修、また施設の利用、ヘルパー、

福祉用具、そんないろんな利用の頻度とい

うのは高くなっていくことはわかります。

ケアプランもいろいろとあるんでしょう

けれども、ただ、要支援の場合は使い始め

ということで、なかなかケアプランがその

人にマッチするまである程度時間がかか

る。逆に、いろいろと面談とかしてあげな

いといけないというのが、私自身も介護の

経験から印象があります。 

 計画書をつくるというのは、事務的な要

素が強いというイメージがありましたの

で、これについては、特に何かあるわけで

はないんですけども、ただ意見が言える場

合があるんでしたら、この金額の差につい

ては、もう少し要介護の方の金額は少し下

がっていくのがいいかなという印象です

ので、とにかくそういう機会があれば、ま

た意見を述べていただければなと思いま

す。 
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これ、終わりたいと思います。 

 三つ目の内容ですね。紙おむつの件です。 

 対象の方が要支援で、要介護５まで、随

分と幅広い方を対象としていただいてる

ことだということでありました。それぞれ

の給付の人数がわかりましたら教えてい

ただきたいと思います。 

 それから、高齢者の虐待対応専門職チー

ムについてはわかりました。今回は、件数

が大阪府の予算で賄えたということで、件

数が少なければ、市の執行もなかったとい

うことで、それはそれでよかったと思いま

す。今後、こういった高齢者がふえていて、

家族が見ていかなければいけないという

ことで、虐待がふえていかないことが望ま

しいんですけれども、こういうケースがふ

えていった場合、市としてはどう取り組ん

でいこうと考えておられるのか、その点に

ついてお聞きをしたいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、質問番号

の１番目の保険者機能強化推進交付金の

評価点についてお答えいたします。 

 調査に対する評価指標の項目は、大きく

分類いたしますと、ＰＤＣＡサイクル体制

等の構築、自立支援、重度化防止等に資す

る施策の推進、介護保険運営の安定化に資

する施策の推進があり、合計６１項目につ

いて評価基準と配点が決められており、実

施状況に応じて評価をし、評価点が決めら

れることとなっております。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 家族介護支援事

業の対象者、それぞれの人数はということ

でございます。 

 平成３０年度の給付人数は５１０人お

られました。そのうち要介護３以上の３、

４、５の方への給付が２７６人、要介護１、

２の方への給付が１５９人、要支援１、２

等の方への給付は７５人でございました。 

 続きまして、高齢者権利擁護事業につい

てでございます。 

 今後の市の取り組みはということでご

ざいます。 

 摂津市では、医師会、歯科医師会、薬剤

師会、自治連合会、民生児童委員協議会、

介護保険事業者連絡会、警察、保健所など

さまざまな関係機関による高齢者虐待防

止ネットワークの会議を開催しておりま

す。それぞれの機関におかれまして、いろ

いろと取り組みをしていただいておりま

すが、現状や課題、虐待防止に向けての取

り組み等を共有する場となっております。 

 また、具体的な対応について、対応した

内容等の情報提供を行っております。 

 また、それとは別に、具体的に虐待事例

が発生した場合に、具体的な対応を行うた

めの担当者会議を開催しております。 

 今後もこのような会議を通じまして、高

齢者虐待の防止、また、早期に把握できる

ようなシステム、早期対応、このようなこ

とを図ってまいりたいと考えております。 

 また、養介護施設における虐待防止、在

宅だけではなく、介護施設における虐待防

止についても介護保険事業者連絡会と連

携を図りながら、養介護施設従事者向けの

虐待防止研修会も開催をし、今後も引き続

いて取り組みを進めていきたいと考えて

おります。 

 さまざまな機会を捉えまして、高齢者の

方の人権が守られるよう、広く市民の方々

にも働きかけを行っていきたいと考えて

おります。 

○森西正委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、一つ目の質問
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になりますけれども、保険者機能強化推進

交付金、６１項目の評価の中から受け取る

ことができた。こういう交付金だというこ

とだと思います。 

 摂津市では、国立循環器病研究センター

と連携をして、「ＳＴＯＰ ＭＩキャンペー

ン」ということで、モデル地区としても今

活動も推進されております。そういったさ

まざまなセミナーでも国循の先生からの

お話がありますけれども、健康寿命と平均

寿命との差という、この年数においては、

不自由さを持って生活する年数になるん

だというお話がございました。介護予防や

重度化防止に対する評価をいただいたと

いうことでありますので、この交付された

財源は、しっかりと今後の介護予防・重度

化防止への拡充に取り組まれるよう、要望

しておきたいと思います。 

 それから、三つ目の紙おむつについて、

利用者数の内訳はわかりました。紙おむつ

というのは、介護度が高くなればなるほど

使用する枚数や、頻度が増え、費用は随分

とかかってまいります。そういう意味で、

このおむつの給付金をいただけることは

大変ありがたい制度だと思いました。 た

だ、一方で、要支援１とか軽い方にとって、

排せつ機能を鍛えるというんですかね。そ

ういうことはできるだけ自分が自然にト

イレに行きたくなってするという、人間本

来の姿になるべく近づけていけるように、

運動等でそういった機能が上がるような

こともやっていただくことで、紙おむつを

なるべく使わなくてもいい生活を維持し

てあげれるような方向に導いていただき

たいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 以上です。 

 それから、高齢者擁護事業についての虐

待対応専門職チームの委託料については、

専門分野の方が会議等で検討していただ

いてるというようなことであります。最近、

ニュース等でも介護疲れで殺害に至って

しまったような事案であったり、一方、施

設でも虐待で、朝起きたら利用者が亡くな

ってたという、本当に悲惨なニュースも伺

うたびに心を痛めるような気持ちになり

ます。 

 子どもの場合は、１８９というのが浸透

しまして、この全国共通ダイヤルによって

結構通報がふえたという、子どもの虐待に

対する関心度が上がってきたということ

がありますが、高齢者にはそういったイメ

ージがあまりなく、１８９で連絡してもい

いのかなと思ったりもするんですけれど

も、高齢者の虐待というのは、近隣の方も

わからないようなことがあります。ついつ

い親を介護してて、大きな声をあげること

もありますが、それを虐待と言われたら、

大変なことになります。早期発見をし、周

りが見守れるような、そういった風土がつ

くられることが大事かなと思います。 

 そして、介護相談員が施設を回られて、

お話を聞いて、何か施設に対して言いにく

いことがあったら教えてねというような

対応をとっていると聞きましたが、なかな

か、施設を利用している側としては、施設

に対する苦情というのは言いづらいこと

もあるかもしれません。そういう意味では、

冷静に判断できるような体制を今後もよ

ろしくお願いして、虐待の早期対応に取り

組んでいただくよう要望して終わりたい

と思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時４４分 休憩） 

（午後 ０時４６分 再開） 
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○森西正委員長 それでは、再開をします。 

 ほかに質問のある方は、増永委員。 

○増永和起委員 それでは、質問させてい

ただきます。 

 介護保険第７期の平成３０年度は初年

度ということです。本来、初年度は黒字が

大きくて、だんだんと少なくなっていくと

いう形になると思うんですけれども、今年

度の決算を見ますと、黒字額が大きくない

ということになっていると思います。基金

積み上げは大きいんですけど、これは前年

度の黒字ということになると思うんです

が、初年度なのに黒字が大きくないという

のはどういうことなのか、ご説明ください。 

 それから、２番目です。 

 これは予算のときに、日本共産党から施

設整備費がなくなっているという質問を

させていただきました。そのときのご答弁

として、平成３０年度に公募をして、平成

３１年度に整備をするという計画だとい

うご答弁だったと思うんですけれども、こ

の施設整備はどうなっているのかという

ことについてお聞きします。 

 ３番目です。 

 基金が大きく積み上がっています。平成

３０年度末で一体、幾らになっているのか

ということを教えてください。  

それから、４番目です。この年は、保険

料の改定の年でもありました。値上げの影

響が非常に大きいと思っています。どれだ

け値上がりしたのか教えてください。 

 ５番目です。 

 介護の認定を受けておられる方で、障害

者控除が受けられる方がいらっしゃいま

す。障害者控除は、市から認定証を発行す

るというような形になってると思うんで

すけれども、どのように行っているのか。

どれぐらい認定書を発行されているのか。

周知についてどうされているのか教えて

ください。 

 ６番目です。 

 利用料について３割負担ということに

なっています。影響はどうでしょうか。１

割負担、２割負担、３割負担の人数も教え

てください。 

 ７番目です。 

 総合事業です。Ａ型、Ｃ型についての説

明も光好委員など質問されていたところ

で出てきたかとは思うんですけれども、原

則として、摂津市は、希望者は全員現行ど

おりのサービスを受けることができると

いうことで、今そういうふうにやっていた

だいてると思うんですけれども、それは今

後も現行どおり希望すれば皆さんこの日

に行けるということでいいのかというこ

とについて、もう一度確認をしたいと思い

ます。 

 ８番目です。 

 介護予防・日常生活支援総合事業では、

国からおりてくるお金に限度額が決めら

れていて、サービス事業費も削減への誘導

策となっていると聞いていたと思います。

それは今どんなふうになっているのか、教

えていただきたいと思います。 

 それから、９番目です。 

 認定審査会というのがあります。認定調

査の日数が長い、結果が出るまで時間がか

かるといったようなお声を聞いています。

平成３０年度で４５日かかっています。平

成３１年度では５０日と、市も日数を報告

いただいてると思うんです。何でこんなふ

うになっているのかな。何が問題なのか教

えてください。 

 １０番目です。 

 平成３０年１０月から生活援助ケアプ

ランが一定回数を超えると市町村へ届け
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出る制度が始まっています。現状どうなっ

ていますでしょうか。また、変更したプラ

ンというのがあったのかということも教

えてください。 

 それから、保険者機能強化推進交付金に

ついてですけれども、今、福住委員からい

ろいろと質問なり答弁もしていただいて

おりました。自立支援の名のもとにサービ

スの削減ということにならないようにと

いうことを要望させていただきます。これ

は質問ありません。 

 以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、ただいま

の質問にお答えいたします。 

 まず、平成３０年度の決算の件、黒字額

が例年より少ないということについての

理由でございます。 

 介護保険特別会計は、次年度の補正予算

で精算をする仕組みとなっております。例

年は国費・府費の概算交付金額が法定割合

を上回っていたことから、黒字額には次年

度の補正予算で返還する額も含まれてお

りました。しかし、平成３０年度は、逆に

国庫・府費の概算交付金額が交付申請額よ

り少なかったため、今回、平成３０年度の

精算として補正予算で計上いたしました

追加交付分が含まれていないということ

になりますので、例年より黒字額が少なく

なっております。 

 続きまして、施設整備についてでござい

ます。 

 第７期中には３種類の施設の整備を計

画しております。令和元年度に小規模多機

能型居宅介護と地域密着型介護老人福祉

施設入居者生活介護を安威川以北圏域に

各１か所、令和２年度に認知症対応型共同

生活介護を安威川以南圏域に１か所とい

う計画でございます。平成３０年度には、

前の二つの募集を行いました。こちらは残

念ながら応募には至っていないというこ

とでございます。今後、整備圏域の条件を

緩和するなどして引き続き募集を行って

まいりたいと思っております。 

 次に、基金についてでございます。 

 平成３０年度末の基金残高でございま

す。６億６，４９７万８，９８６円となっ

ております。 

 続きまして、保険料についてでございま

す。 

 保険料につきましては、基準額の月額が、

第６期につきましては５，４６０円で、第

７期が５，７９０円ということで、３３０

円上がっております。 

 それから、障害者控除についてでござい

ます。 

 身体障害者手帳や療育手帳等の交付を

受けていない６５歳以上の方で、手帳の交

付が受けられる障害と同程度の状態であ

ると認められる場合に、この控除が受けら

れます。それには申請が必要で、適用には

高齢介護課が発行する障害者控除対象者

認定書が必要でございます。 

 周知につきましては、高齢者の福祉サー

ビスをまとめた冊子に載せておりますし、

２月に広報誌で確定申告のお知らせが掲

載される際にも周知しております。 

 それから、利用料につきましては、平成

３０年８月から３割負担の制度が導入さ

れております。これは介護認定を持ってい

る方に負担割合証発行しているものでし

て、平成３０年度においては３，９１６人

中３，５３９人が１割負担、１８１人が２

割負担、１９６人が３割負担となっており

ます。 

 地域支援事業の介護予防・日常生活支援
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総合事業の上限額について申し上げます。 

 介護予防・日常生活支援総合事業につき

ましては、上限額に比べまして、平成３０

年度は７５１万１，８８９円の残額があり

ますので、実績額は上限には達していない

状況にございます。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 総合事業について、

希望者が現行どおりサービスが使えるか

どうかということでございますけれども、

今までどおり、必要な人に必要なサービス

を提供する、利用者の選択を優先するとい

うことでございます。利用者の希望をケア

マネジャー等がよく聞きまして、その人に

合ったサービスを提供するということに

変わりはないということでございます。 

 それから、地域ケア会議のケアマネジメ

ント支援会議のことでございます。平成３

０年度の対象となった方は１名で、ケアプ

ランの変更ございました。この会議の中で

専門職の者が集まって考えた結果、訪問介

護の回数が超えているということであり

ましたけれども、そのかわりに定期巡回・

随時対応型訪問介護看護というサービス

が２４時間の対応になっており、訪問介護

と訪問看護を一体的または連携して行っ

ておりますので、こちらのほうがその方に

はいいのではないかという結論に至りま

して、実際、このサービスをお使いになり、

今順調にサービスを提供できております。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、私から

は、認定審査会にかかります日数が４５日、

また、５０日と長いのではないかというこ

とについてでございます。 

 認定審査の申請件数につきましては、

年々横ばいの状態でございます。全体的な

要介護認定者数は増加をしておりますが、

認定有効期間の延長等の対応によりまし

て、審査件数は横ばいの状態となっており

ます。 

 平成３０年度の日数を要している理由

でございます。こちらは、要介護認定の調

査につきまして、市の直営の調査の実施と

保健センターへの委託、また、居宅介護支

援事業所への委託等がございますが、委託

の調査の対象としておりました対象者の

見直しを行いましたことがこちらの日数

の増加に影響を及ぼしているのではない

かと考えております。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、２回目の質問

をさせていただきます。 

 黒字はそんなに大きくないけれども、国

との返還金のやりとりの問題で大丈夫だ

というようなお話だったのかなと思いま

す。７期全体の見通しをどういうふうに思

っておられるのか教えてください。 

 続きまして、施設整備の問題です。 

 これは積み残しの課題だと思うんです。

地域の幅を広げるということもございま

すけれども、民間の業者がやっていくこと

で、本当に営業として成り立つのかなとい

うようなところで疑問があるというお声

も聞いています。しっかりと考えていただ

いて、できない課題、絵に描いた餅をずっ

と続けていくというのはどうかと思いま

す。また、第７期の最後にお金を使わない

大きな黒字が出るということになると困

ると思います。これは要望にしておきます。 

 それから、基金ですね。６億６，０００

万円越えということでございました。この

うち、今回積み上げたお金というのは、第

７期のプランの中には含まれていない計

画外のお金と思います。ここ確認したいの

でお答えください。 
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 それから、次に、保険料の改定ですね。

月額の基準額で３３０円高いということ

ですが、年金の少ない非課税の方の基準額

ですので、年金から天引きされてしまう、

前の第６期のときには、２か月分ですから

引かれるお金が１万円を超えてしまった

というお話をされてたんですけど、それが

また引かれる分が大きくなるということ

で、非常に負担感がふえています。減免の

制度があると思いますが、減免件数、それ

から周知をどのように行っているのかに

ついて教えてください。 

 それから、障害者の控除です。 

 介護保険の保険料を決めるのは段階が

あって、それは所得で決まっていたりとか、

ご家族が非課税だったりとか、そういうこ

とで決まると思うんですね。確定申告のと

きに障害者の控除が使えると非課税にな

るという方も多くいらっしゃると思うん

ですが、まだこの制度は余りよく知られて

いないと思います。今、冊子や広報で周知

をしているということですが、もっと簡単

にできる方法を考えられないのかと思い

ます。対象となる人というのは、市が把握

できるわけですから、その方に認定書をこ

ちらから送るであるとか、生命保険の控除

証明とか、年金の控除証明、今送られてき

ていると思いますけれども、そういう形で

送られるとか、または他市では、市民税課

と連携をして、市民税の申告にいらっしゃ

ったときに、電話のやりとりでその方が対

象であるかどうかを調べて、すぐ認定書を

発行しなくてもできるということをやっ

てる市もあるということなんです。そうい

うことが考えられないか、これも要望にし

ておきますので、ぜひご検討ください。 

 それから、利用料の３割負担も始まりま

した。やはり２割、３割の方もいらっしゃ

います。非常に現役並みと言われますけれ

ども、病気を抱えていたりとか、介護があ

ったりとか、いろんなことで出費もある年

齢の方々です。本当にこの２割、３割にな

ってくるとしんどいし、国はさらに範囲を

拡大して、利用の負担の拡大ということを

考えているようです。ぜひ国にもとに戻す

よう求めていただきますように要望とし

ておきます。 

 介護予防・日常生活支援総合事業です。 

希望者全員ということは変わらないとい

うお話でした。これからもぜひその変わら

ない姿勢を続けていただきたいと思うん

です。先ほど、緩和された基準のＡ型です

ね。こちらのほうが安いというようなお話

もありましたけれども、介護事業所から行

かれるヘルパーは、ヘルパーの資格を持っ

た方ですけれども、緩和された基準のＡ型

というのは、摂津市が行う研修を何時間か

受けられて資格ができ、ヘルパーではない

方が行くということになってると思いま

す。要支援の方々は、ちゃんと介護認定を

受けて、この人には支援が必要ということ

が認められた方ですので、やはりその方々

に対してきちんとしたプロの専門的なサ

ービスを提供するというのが原則だと思

うんです。そこを外すと重症化とかそうい

うことにもなっていくと思うので、この制

度をぜひとも現行どおりをしっかりと基

本にしながらやっていっていただきたい

なと。これも要望にしておきます。 

 次に、介護予防・日常生活支援総合事業

ですが、限度額まで７５１万円まだ残があ

りますよということでございます。安心で

きるのかなというのがちょっとよくわか

らないんですけれども、しっかりとしたサ

ービスを引き続き行っていただくのと同

時に、このサービスの事業費に限度額があ
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るという考え方そのものがおかしいと思

うんですね。これから介護を受けられる方

がふえてきますし、そういう人たちに対し

てできるだけ早い段階でしっかりとした

サービスが提供できて、重症化を防ぐとい

うこと、これも国に対して限度額を設ける

というようなことをするなということで、

ぜひ要望していただきたいと思いますの

で、これも要望にしておきます。 

 認定審査会です。委託の形が変わったの

で、日数が伸びているということでした。

そこの問題をどう解決していくかという

ことが大切だと思いますので、ぜひ改善に

取り組んでいただきたいなと思います。 

摂津市は、年間２００件を基本チェック

リストに予定をしておられるということ

でしたが、他市もやってますけれども、そ

んなに多くありません。その方の状態が悪

くなってしまっては元も子もなく、それこ

そ介護事業費が膨らんでくるということ

にもなりかねませんので、基本チェックリ

ストに当たった人は、次はＡ型に流すとい

うことには決してならないように、しっか

りと取り組んでいただきたいと思います。

要望としておきます。 

 生活援助ケアプラン、１名が該当者であ

り、変更もあったが、よりよい形に変えた

というお話だったと思います。しかしこれ

は、訪問介護の抑制にもなり、現場では、

施設になかなか入れないとか、いろんなこ

とがある中で、必要だということで押し返

しをして、届け出はするけれども、制限を

するものではないということになってい

たかと思います。回数制限を目的にするも

のではないということ。プランの変更には

利用者の同意が必要だということ。これに

ついて周知をしているのかということに

ついてお答えください。 

 以上です。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、まず、１

点目の第７期計画の見通しということで

ございます。第７期１年目が昨年度でござ

いました。保険給付額の伸び率としまして

は、平成２９年度、第６期の最終が４．０％

に対し、第７期初年度の昨年度は４．９％

ということで伸びはしております。しかし

ながら、計画値とサービスの実績値とを比

べましたら、計画値を上回っているという

ことはないですので、安定した介護保険制

度を運営できていると考えております。 

 あと、基金の確認ということでございま

す。先ほどの６億６，４９７万８，９８６

円のうち、第７期の保険料軽減に充てた額

は３億５，９０９万５，７０４円で、平成

３０年度末に基金に積み立てた額が３億

５８８万３，２８２円ということになって

おります。 

 それから、市独自減免につきましては、

平成３０年度１５人となっております。 

 そのほかに、条例で定めている減免もご

ざいまして、そちらは災害減免が５人、所

得の減少による方が一人ということにな

っております。 

 周知でございますけれども、保険料の仮

算定・本算定決定のときにはその説明文を

一緒に入れるわけなんですけれども、そち

らのほうでご案内をしておりますほか、広

報でも周知をしますし、新たにチラシをつ

くっております。平成３１年度に入ってか

らですけれども、チラシをつくって窓口に

置いたり、お配りしたりということで、で

きるだけ周知を図るようにしております。 

 それから、ケアマネジメント支援会議に

ついてでございます。これは、もちろんご

家族の同意がないことには、ケアプランを
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進めることはいたしませんので、丁寧に、

会議の結果をケアマネジャーがお伝えを

して、今回の方もご納得され、今もサービ

スを使われてうまくいっているというこ

とでございます。 

 以上です。 

○森西正委員長 増永委員。 

○増永和起委員 第７期全体の見通しと

しても、順調に行っているだろうというよ

うなお話だったのかなと思います。 

 基金も、今回の積み上げる３億円につい

ては、この第７期プランに入っていないと

いうことだったと思います。ですので、こ

の３億円余裕がありますから、しっかりと

減免をやっていただきたい。消費税も上が

って、保険料も上がって、本当に高齢者の

皆さんの生活が大変になっていっていま

すので、減免をぜひぜひ広げていただきた

いなと思います。周知の方法を新たにやっ

ていただいてるということで、大変ありが

たいと思います。国の減免に摂津市独自で

失業したときにとかそういう所得が大き

く減った場合、こういうような部分がある

んですね。今、６５歳を過ぎても、お仕事

を続けられていて、途中でお仕事をやめら

れると、収入が大きく変わるというような

方も実際にいらっしゃって、そういうとき

に一体何が必要かとできるだけ簡素に減

免が進められるように、お願いしたいなと

要望としておきます。 

 それから、先ほどの生活援助のケアプラ

ンです。これも回数制限が目的ではない。

プランの変更には利用者の同意が必要と

いうことも踏まえてやっていただいてる

ということですので、しっかりとした医療

をしていただきたいと思います。 

 以上で質問を終わります。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 １点、先ほどお答

えした中で訂正をさせていただきたいと

思います。 

 認定の申請件数ですが、平成２８年度、

平成３０年度はおおむね３，２００件程度

でしたが、平成２９年度が３，６００件と

いうことで、例年よりも多くございました。

横ばいということではなく、平成２９年度

は少し数が多かったためそれによる影響

が、平成３０年度、審査会の結果を出すま

での日数に影響を及ぼしているのと思い

ますので、済みません。訂正させていただ

きます。 

○森西正委員長 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 それでは、３点質問をさせ

ていただきます。 

 まず１点目は、決算概要の２５２ページ

になりますけども、認知症総合支援事業で

ございます。ここの備考欄に、認知症地域

支援推進員というのが掲載されておりま

すけども、この推進委員の取り組みについ

て、まずはお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 ２点目です。 

 ２５４ページになりますけども、認知症

サポーター等養成事業がございます。さま

ざまな取り組みをされていると思うんで

すけども、内容についてお聞かせいただき

たいと思います。 

 次に、３点目です。 

 地域自立生活支援事業でございますけ

ども、この中の配食サービスが平成３０年

度より継続した事業でもあると思うんで

すが、その実績と内容についてお聞かせを

いただきたいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 認知症地域支援
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推進員の活動についてのご質問にお応え

いたします。 

 認知症地域支援推進員は、認知症の人の

意思が尊重され、できる限り住みなれた地

域のよりよい環境で自分らしく暮らし続

けることができることを目指しまして、関

係機関と連携をとりまして、認知症施策の

推進を図るという役割を担っております。 

 本市におきましては、高齢介護課の保健

師と社会福祉士が担当をいたしておりま

す。 

 主な活動といたしましては、介護保険事

業者連絡会や介護者家族の会、認知症支援

ボランティアグループ、社会福祉協議会、

保健所、大学、地域包括支援センター、市

高齢介護課等の関係機関からなる認知症

支援プロジェクトチームの運営を主に行

っております。このプロジェクトチームに

おきまして、平成３０年度は、認知症の症

状や段階に応じたケアの流れを示しまし

た認知症ケアパスといったものを作成し、

全戸配布をいたしました。 

 またそのほか、広く市民を対象に開催い

たします認知症市民公開講座の開催や、認

知症のご本人やご家族の方がともに集え

ます認知症カフェ、こういった開設の推進

にも取り組みを進めております。 

 以上でございます。 

○森西正委員長 荒井課長。 

○荒井高齢介護課長 それでは、質問２点

目の認知症サポーター養成講座について、

平成３０年度に取り組んだ内容というこ

とでございます。認知症サポーター養成講

座は、認知症についての正しい知識を持ち、

認知症を理解し、認知症の人やその家族を

見守る認知症サポーターを養成する講座

でございます。平成３０年度は、市主催の

定期的な講座を４回、地域団体や大学から

の依頼による出前講座を３回開催をした

ほか、介護関連施設が自主講座として３回

開催いたしました。 

 さらに、市としましては、全ての職員が

認知症についての理解を深め、日常業務に

生かしていけるよう、認知症の人に優しい

職場づくりを進めるため、市の管理職を対

象とした講座を人事課との共催による研

修として初めて開催いたしました。平成３

０年度のサポーター養成人数は１９８人

で、これまでに養成してきたサポーターと

合わせると３，４３１人となっております。 

 続きまして、質問の三つ目でございます。 

 配食サービスについて、平成３０年度の

実績と内容についてということでござい

ます。配食サービスは、食事づくりが困難

で栄養状態に問題のある高齢者や障害者

に栄養バランスのとれた食事を配達する

とともに、安否確認を行うものでございま

す。対象は、６５歳以上のひとり暮らしの

人、または、６５歳以上のみの世帯、重度

の障害をお持ちの人であり、１食につき昼

食は４００円、夕食は５００円が本人負担

となっております。昼食は社会福祉協議会

に、夕食はせっつ桜苑ととりかい白鷺園に

それぞれ委託をしており、平成３０年度の

実績は、昼食は配食日数が２４３日、利用

者数が月平均４２人、配食数が６，３９５

食で、夕食のほうは、配食日数が５１３日、

利用者数が月平均５８人、配食数が１万１，

３９４食でございました。 

 なお、平成３０年度は、栄養改善を必要

とする高齢者の支援を目的に、保健福祉課

と連携を図り、管理栄養士によるケアマネ

ジャー等への助言を開始いたしました。助

言をいたしましたのは、配食利用者４４人

のうち７人ということになっております。 

○森西正委員長 水谷副委員長。 
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○水谷毅委員 まず、一つ目の認知症地域

支援推進員の取り組みについては、内容が

よく理解できました。あと、取り組みが浅

いところもあると思うんですけれども、特

にどのような効果があったか、お知らせい

ただける内容があればお伺いしたいと思

います。 

 ２番目の認知症サポーター養成講座で

すけども、職員の皆様も研修を受けられた

ということで、事務的な部分以外でも現場

でいろいろ出てくる内容を吸収できたと

いう機会にあったことは、評価をさせてい

ただきたいと思います。 

 今後もまた養成講座を充実していただ

けるように取り組まれることを要望とさ

せていただきます。 

 次に、３点目の配食サービスの件でござ

います。金額とか利用者数については、よ

く理解ができました。配達する方はとにか

く件数をこなしていかないといけないの

で、声をかけるのが精いっぱいだと思うん

ですけども、どういうものが残ってきたと

か、その人の状況とか、なかなか現場で見

るのは難しいとは思うんですけども、たま

に配達している方からの現場の状況、特に

気になる方がいらっしゃったら、その状況

が情報として伝わるように、連絡体制もし

っかり組んでいただけたらなということ

を要望としたいと思います。 

 以上です。 

○森西正委員長 川口部参事。 

○川口保健福祉部参事 それでは、２回目

のご質問にお答えいたします。 

 活動の中での効果についてのご質問か

と思います。 

 まず１点目ですけれども、認知症ケアパ

スですが、こちらは認知症の方の症状の変

化にあわせまして、いつどこでどのような

医療や介護のサービスが利用できるかと

いったものを記載しましたガイドブック

となります。これにつきましては、認知症

の病気の説明、また、症状とケアの流れや、

支援体制などを掲載しており、相談窓口等

の記載もいたしております。また、認知症

を予防するという視点からの生活習慣の

ポイントや認知症の症状の気づき、チェッ

クリスト等も掲載をいたしました。これは

平成３０年１２月に全戸配布をしたもの

でございますが、全戸配布については、窓

口に来られる高齢者の方だけではなくて、

広くそのご家族と市民の皆様に認知症と

いうことをぜひ知っていただきたいとい

う願いを込めまして、全戸配布ということ

で配らせていただきました。 

 また、このケアパスをごらんになられた

方から、ご自身でチェックリストをやって

みたけれども、その結果についてのご相談

や、お友達が同じような症状で少し気にな

るといったようなご相談もいただいてい

るところでございます。 

 また、認知症カフェということで、この

事業の推進をしておりますが、オレンジカ

フェという名称で市内のグループホーム

や介護の事業所、あるいは介護者家族の会

でも認知症の方が集えるカフェを開催さ

れ、来場いただく方の数もふえていると聞

いておりますので、安心して家族の方とご

本人が集える場ということで、大変喜んで

いただいてると聞いております。 

 そのようなことで全体といたしまして

は、やはり認知症の予防にまず取り組んで

いただく、早期に気づき、早い段階でご相

談をいただいて、適切なケアにつなげてい

けるよう、広く市民の方々に理解のある対

応をとっていただくことを目指しまして、

いろいろな事業に今後もこのような効果
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を踏まえまして取り組んでいけたらと考

えております。 

○森西正委員長 水谷副委員長。 

○水谷毅委員 認知症の地域支援推進員

の効果については、よくわかりました。認

知症ケアパスを発行されたということは、

地域全域にわたってすごく家族も、言い方

は悪いんですけど、予備軍となる方々にも

大きな力になったのかなというふうに思

います。 

 認知症ケアパスが発行されて、ある程度

期間がたちましたので、広報等でよくある

質問と対応みたいな感じで、こうやったら

いいんやということがわかるように告知

もお願いをいたしまして、質問を終わりま

す。 

○森西正委員長 ほかにございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○森西正委員長 なければ以上で質疑を

終わります。 

 暫時休憩をします。 

（午後１時２９分 休憩） 

（午後１時３１分 再開） 

○森西正委員長 再開します。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○森西正委員長 討論なしと認め、採決し

ます。 

 認定第１号所管分について、認定するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○森西正委員長 賛成多数。よって本件は

認定すべきものと決定しました。 

 認定第４号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○森西正委員長 賛成多数。よって本件は

認定すべきものと決定しました。 

 認定第６号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○森西正委員長 全員賛成。よって本件は

認定すべきものと決定しました。 

 認定第７号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○森西正委員長 賛成多数。よって本件は

認定すべきものと決定しました。 

 認定第８号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○森西正委員長 賛成多数。よって本件は

認定すべきものと決定しました。 

 これで本委員会を閉会します。 

（午後１時３２分 閉会） 
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